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研究成果の概要（和文）：本調査はNICUから退院する乳児の親を対象にした、退院前から退院後1か月までの縦
断的質問紙調査で療養中の子どもの親の退院準備性尺度（Readiness for Hospital Discharge Scale -Parent 
Form：weiss,2008）とTransition Questionnaire(Kenner,1994）改訂版である早産児の親用在宅移行尺度
（Transition-to-Home: Premature Parent Scale：Boykova,2018）の日本での標準化を試みた。結果、日本の3
地域のNICUにて275人の回答を得、2つの尺度の信頼性と妥当性を確認した。

研究成果の概要（英文）：This study is a longitudinal questionnaire survey of parents of infants 
discharged from the NICU from pre-discharge to one month post-discharge, using the Readiness for 
Hospital Discharge Scale -Parent Form (weiss,2008) for parents of children in hospital and the 
Transition-to-Home: Premature Parent Scale (Transition-to-Home: Premature Parent Scale: Boykova, 
2018), a revised version of the Transition Questionnaire (Kenner, 1994), were attempted to be 
standardized in Japan. Results confirmed the reliability and validity of the two scales by obtaining
 275 responses in NICUs in three regions of Japan.

研究分野： 新生児看護
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研究成果の学術的意義や社会的意義
本調査は新型コロナウイルス感染症のまん延により、2020-2022年に予定していたNICUから退院する早産児とそ
の親の退院後1か月以降のフォローアップ調査によるカットオフ値の検討、日本語版尺度のウェブ入力フォーム
の作成といった臨床看護への転用作業が途上である。日本は世界で最も新生児の救命率が高い国の一つである
が、治療とともに重要である早産児への細やかな看護介入の評価、質改善研究は少ない現状である。海外と比較
可能な尺度の日本語版の開発はにより今後はこれらの尺度を用いた臨床研究が多くなされ、その結果を海外へ向
けて発信することが求められている。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
高齢社会に伴う医療費の増大を背景に医療の採算性が求められる中、小児病棟の閉鎖や

集約化が進み（藤田,2012）、このような医療の動向は新生児集中治療室（以下、NICU）に
おいても例外ではなかった。在院日数の短縮化を背景に退院時期とはいえ、呼吸や体温調整
が未熟で、在宅酸素や経管栄養といった医療的ケアが必要な早産児、障がいや先天性疾患の
ある乳児を自宅へ受け入れる養育者や家族の「退院準備性」をどのように把握するかは、早
産児や病気のある乳児の退院後の再入院や救急外来受診を回避することにもつながる重要
な観点である。また、患者（新生児医療ではその養育者を乳児の代弁者とする）報告アウト
カム（以下、Patient Report Outcome: PRO）は特に先進国においては医療の質評価として
重要視されているが、日本の新生児医療においては未着手であった。 
本研究では Weiss ら（2008）が開発した Readiness for Hospital Discharge Scale-Parent 

Form の日本語版（以下,JRHDS-PF）を沖縄県の NICU から退院する乳児の親へ適用でき
るかを検証した研究成果をもとに、日本全国の NICU において JRHDS-PF の適用可能性
を検討した。米国で作成され世界で翻訳、使用されている RHDS-PF の日本語版を作成し
国内外へ公表することは、今後の多国間調査の準備となる。世界のフロントランナーである
日本の新生児医療および看護は世界から関心を寄せられており、日本国内の各施設の実践
報告や医療の質評価研究、施設間調査を海外へ向けて発信することはとくに重要である。本
研究は平成 27（2015）年度～平成 30（2018）年度の若手研究（15K20742）の継続調査で
ある。 
 
２．研究の目的 
本研究の目的は、日本語版療養中の子どもの親用退院準備性尺度（Japanese Readiness for 
Hospital Discharge Scale-Parent Form，以下 JRHDS-PF、原版は Weiss,2008)の実用化と
海外への調査結果の発信であった。 
 
３．研究の方法 
原版 RHDS-PF は「parent personal status：親の個人的状態」「child personal status：子
どもの個人的状態」「knowledge：知識」「coping ability：対処能力」「expected support：
期待される支援」の 5 下位尺度 29 項目 10 件法で得点範囲は 0～290 点で、得点が高いほ
ど療養中の子どもの親の退院準備性は整っていると判断される。本調査では NICU に 7 日
以上入院した乳児の親を参加者とし、退院前、退院後 1 週目と 1 か月目で連結可能な無記
名自記式質問紙調査を関東、関西、沖縄県の NICU 各 1 か所（計 3 か所）において施設の
NICU 勤務の看護師の協力を得て 2016 年 10 月～2018 年 3 月の期間、退院が決定した乳児
の養育者へ 180 部を目標に個別配布した。退院前調査票には JRHDS-PF、退院後調査票に
は JRHDS-PF の 外 的 基 準 と し て Transition-to-Home: Premature Parent Scale
（Boykova,2018）の日本語訳を含めた。Transition-to-Home は、Transition Questionnaire
（Kenner,1994）の改訂版で NICU から退院した乳児の親の育児の心配と挑戦を測る唯一
の尺度であった。研究者らは沖縄県内の 2015 年調査の際に Transition Questionnaire を日
本語に翻訳し尺度の信頼性と妥当性を確認し、Japanese Transition Questionnaire（以下、
JTQ）を作成したが、2016 年に原版作成者から改訂の連絡を受けて本調査前に、Transition-
to-Home を日本語に仮翻訳し、NICU から退院した乳児を育てる母親 7 名と NICU 看護師
7 名を参加者として表面妥当性の予備調査を行った（上原,前田,2018）。 
なお、RHDS-PF については 2015 年調査の前（上原,前田,2015）、Transition-to-Home は

2018 年翻訳前に開発者らへ尺度の使用と翻訳の許可を E メールで得た。その後、米国の医
療施設で勤務する新生児 Nurse Practitioner である日本人の協力を得て、尺度開発者と直
接やりとりしながら翻訳作業を完了した。尺度の因子構造は探索的因子分析、信頼性は項目
分析と Cronbach’α係数、構成概念妥当性は国内外の先行研究を参考に親の主観的退院準備
性、初経産、ケア参加度、退院調整・育児指導の満足度、育児技術の習得度を、予測的妥当
性は退院後の親子の保健医療サービスの利用状況を収集し JRHDS 得点との関係を検討し
た。これらの変数間の関係は Weiss（2008）でも使用されていた Meleis の移行理論を参考
に、背景要因となる移行の状況、看護介入、帰結となる反応のパターンの基本構造に、里帰
り出産や日本の NICU で提供されている育児支援や退院調整など日本の文化的、制度的要
素を含めてデータセットを作成した。 
倫理的配慮として、本研究計画書は事前に所属機関と協力施設の研究倫理審査委員会（承

認番号 16010 再）の承認を得た。 
 
４．研究成果 

JRHDS-PF の日本での標準化を目的に関東、関西、沖縄にある 3 つの NICU での調査を
2016年 10月～2018年 3月に実施し 275人が参加した。回収数（率）は退院前 196（71.3％）、



退院後 1 週目 113（41.1％）、退院後 1 か月 99（36.0％）であった。 
JRHDS-PF の因子構造は沖縄調査と同様に原版の 5 因子構造ではなく、知識 knowledge

とコーピング能力 coping ability が同じ因子に含まれた 4 因子構造となった。因子構造が維
持されなかった理由として、本来、JRHDS-PF は入院前までの親子のコーピングスタイル
が確立している小児期（0~18 歳）の療養中の子どもの養育者を参加者として開発されてお
り、NICU 入院中の乳児の養育者は対象の 3%であったこと。対処行動の項目が 3 項目と他
の下位尺度の項目数に比して少なかったこと。さらに、NICU 入院中の乳児の親においては
子どものケアや対処の経験が少なく、自宅への退院後を想像した際に、子どもの療養の知識
と対処能力の違いが認識し難く、同じ下位尺度を構成したものと推測できた。ただし、項目
分析の結果において不適切な項目がなかったため原版から削除すべき項目はないと判断し
た。因子構造および統計量等については投稿中のため非公開とするが、2015 年の沖縄調査
の結果および JRHDS-PF の質問紙については下記リンクからアクセス可能である。 

JRHS-PF の基準関連妥当性の確認のため使用した Transition-to-Home: Premature 
Parent Scale の日本語版（以下、JPTQ）の因子構造は 2019 年の国際新生児看護学会
（Council of International Nursing, Aucland,NZ)において報告した（図）。退院後 1 週目
調査と 1 か月調査の連続データ 83 回答についてテストリテストにより信頼性を検討したと
ころ、総得点は高い相関係数を示し（r= .74, p< .01）、下位尺度得点は中程度~高い相関
（r= .51～.75, p< .01）であったことから再現性が確認できた。退院後 2 時点の JPTQ の回
答を合わせ 212 人のデータとし因子分析した。結果、JPTQ は原版と同じ 4 因子構造（専
門職からの支援、孤立、自信、心配）で累積寄与率は 60.4％であり、原版と同等の価値を保
持していた。 

NICU を退院した乳児の退院後 1 年以内の予定外受診、再入院を各施設の小児外来にお
いてデータ収集し、退院前の日本語版 RHDS-PF の得点および日本語版 Transition-to-
Home との関係を再分析することでカットオフ値を算出し、尺度の実用化のための使用解
説書や WEB 入力フォームを作成する計画であった。 しかし、2020 年春以降、新型コロナ
ウイルス感染症拡大のため臨床現場との往来が制限され、研究が中断し、再開できないまま
研究期間が終了となった。今後は沖縄調査と全国調査のデータを合わせ JRHDS-PF の因子
構造の再分析を行う。さらに小児病棟に療養中の子どもの養育者を参加者として JRHDS-
PF の有効性について検証したい。 
※調査等で JRHDS-PF、JPTQ を使用の際は上原までメール連絡ください。 
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